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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名： アクリル酸 2-ヒドロキシエチル 
CAS番号：818-61-1  
化審法官報公示整理番号：2-995  
化管法政令番号：（改正後政令番号*：1-6） 
RTECS番号：AT1750000  
分子式 ： C5H8O3 
分子量： 116.12  
換算係数：1 ppm = 4.75 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式：  
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*注：平成 21年 10月 1日施行の改正政令における番号 

（2）物理化学的性状 

本物質は無色透明の液体である1)。 

融点 -60.2℃2)  

沸点 191℃(760 mmHg)3) 

密度 1.011 g/cm3 (23℃) 3) 

蒸気圧 0.0524 mmHg (=6.99Pa) (25℃)4) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) -0.21 4), 5) 

解離定数（pKa）  

水溶性（水溶解度） 自由混和 (25℃) 6) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性  
好気的分解 （分解性が良好と判断される化学物質7)） 
 分解率：BOD 78%、GC 100%、TOC 98%  
   （試験期間：4週間、被験物質濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L）8) 

 
化学分解性 

OHラジカルとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：15×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN 9) により計算） 
半減期：4.2時間～42時間（OHラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 10) と 

仮定し計算） 
 

［1］アクリル酸2-ヒドロキシエチル            
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オゾンとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：1.8×10-18cm3/(mol・秒)（AOPWIN 9) により計算）  
半減期：1.5～9.2日（オゾン濃度を 3×1012～5×1011分子/cm3 10)と仮定して計算） 

加水分解性 
  加水分解しない(25℃、pH=3、測定値) 2) 
半減期：>270日(25℃、pH=7、測定値) 2) 
半減期：0.051日(25℃、pH=11、測定値) 2) 
半減期：39.6日(40℃、pH=7、測定値) 2) 
半減期：15時間(40℃、pH=9、測定値) 2) 

 
生物濃縮性 
  生物濃縮係数(BCF)：3.2 （BCFWIN 11)により計算）  
 
土壌吸着性 
土壌吸着定数(Koc)：1 （PCKOCWIN 12)により計算） 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

本物質の国内需要量・輸出量の推移を表 1.1に示す13)。「化学物質の製造・輸入数量に関す

る実態調査」によると、本物質の平成 13年度における製造（出荷）及び輸入量は 1,000～10,000t/
年未満14)、平成 16年度は 10,000～100,000t/年未満である15)。OECDに報告している本物質の
生産量は、1,000～10,000t/年未満、輸入量は 1,000t/年未満である。本物質の平成 11年から平
成 18年における生産量は、約 3,000t/年とされている16)。 

 
表1.1 国内需要量・輸出量の推移 

平成（年） 7 8 9 10 11 

国内需要量（t） 53,375 54,922 57,249 49,205 52,356 

輸出量（t） 22,697 34,040 36,106 36,512 26,328 

平成（年） 12 13 14 15 16 

国内需要量（t） 52,905 49,500 50,339 54,195 58,700 

輸出量（t） 20,307 10,937 9,325 8,936 7,060 
 

② 用 途 

本物質の主な用途は、熱硬化性塗料、接着剤、繊維処理剤、潤滑油添加剤、コポリマーの

改質剤とされている17)。 
本物質は共重合により塗料や接着剤などの樹脂改質剤に用いられる18)。また、UV硬化用反

応性希釈剤にも用いられる18)。 
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（5）環境施策上の位置付け 

本物質は化学物質排出把握管理促進法（化管法）の対象物質見直し（平成 21年 10月 1日施
行）により、新たに第一種指定化学物質（政令番号：6）に指定されている。また、アクリル酸
エステル類は水環境保全に向けた取組のための要調査項目に選定されている。 
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２．ばく露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からのばく露を中心に評価する

こととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度

により評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化学物質排出把握管理促進法（化管法）の対象物質見直し前においては第一種指定

化学物質ではないため、排出量及び移動量は得られなかった。 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

化管法に基づく排出量及び移動量が得られなかったため、Mackay-Type Level III Fugacity 
Model1)により媒体別分配割合の予測を行った。予測結果を表 2.1に示す。 

 
表2.1 Level III Fugacity Modelによる媒体別分配割合（％） 

排出媒体 大 気 水 域 土 壌 大気/水域/土壌 

排出速度（kg/時間） 1,000 1,000 1,000 1,000（各々） 

大 気 0.5 0.0 0.0 0.2 

水 域 24.7 99.8 20.9 38.7 

土 壌 74.8 0.0 79.1 61.1 

底 質 0.0 0.2 0.0 0.1 
注：環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.2に示す。 

 
表2.2各媒体中の存在状況 

媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 
調査 

測定年度 文 献 
平均値 平均値 下限値 地域 

                      

一般環境大気  µg/m3          

             

室内空気 µg/m3          

             

食 物 µg/g          

             

飲料水 µg/L          

             

地下水 µg/L <1 <1 <1 <1 1 0/15 全国 2000 2) 

             

土 壌 µg/g          
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媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 
検出 

検出率 
調査 

測定年度 文 献 
平均値 平均値 下限値 地域 

             

公共用水域・淡水   µg/L <1 <1 <1 <1 1 0/65 全国 2000 2) 

             

公共用水域・海水   µg/L <1 <1 <1 <1 1 0/11 全国 2000 2) 

             

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.005 <0.005 <0.0025 <0.005 0.0025~0.005 0/14 全国 2002 3) 
                      

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.0025 <0.0025 <0.0025 0.0091 0.0025 1/10 全国 2002 3) 

             

 

（4）人に対するばく露量の推定（一日ばく露量の予測最大量） 

地下水の実測値を用いて、人に対するばく露の推定を行った（表 2.3）。化学物質の人による
一日ばく露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 m3、2 L
及び 2,000 gと仮定し、体重を 50 kgと仮定している。 

 
表2.3 各媒体中の濃度と一日ばく露量 

  媒  体 濃  度 一 日 ば く 露 量 
  大 気     
  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 
  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
平      
  水 質    
  飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
  地下水 1 µg/L未満程度 (2000) 0.04 µg/kg/day未満程度 
均 公共用水域・淡水 1 µg/L未満程度 (2000) 0.04 µg/kg/day未満程度 
      
  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
       
  大 気   
  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 
最  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
     
大 水 質   
 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
値  地下水 1 µg/L未満程度 (2000) 0.04 µg/kg/day未満程度 
 公共用水域・淡水 1 µg/L未満程度 (2000) 0.04 µg/kg/day未満程度 
      
  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
      

 
人の一日ばく露量の集計結果を表 2.4に示す。 
吸入ばく露の予測最大ばく露濃度を設定できるデータは得られなかった。 
経口ばく露の予測最大ばく露量は、地下水のデータから算定すると 0.04 µg/kg/day未満程度で

あった。本物質は、環境媒体から食物経由で摂取されるばく露によるリスクは小さいと考えら

れる。 
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表2.4 人の一日ばく露量 

媒 体 平均ばく露量（μg/kg/day） 予測最大ばく露量（μg/kg/day） 
大 気  一般環境大気   
   室内空気   
   飲料水   

水 質  地下水 0.04 0.04 
   公共用水域・淡水 (0.04) (0.04) 

 食 物     
 土 壌     

 経口ばく露量合計 0.04 0.04 

 総ばく露量 0.04 0.04 
注：1) アンダーラインを付した値は、ばく露量が「検出下限値未満」とされたものであることを示す 

2)（ ）内の数字は、経口ばく露量合計の算出に用いていない 
 

（5）水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.5のように整理した。
水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水
域、海水域とも 1 µg/L未満程度となった。 

 
表2.5 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 
淡 水 

 
海 水 

1 µg/L未満程度 (2000) 
 

1 µg/L未満程度 (2000) 

1 µg/L未満程度 (2000) 
 

1 µg/L未満程度 (2000) 
注：淡水は河川河口域を含む 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行っ

た。 

（1）体内動態、代謝 

ラットに 14C でラベルした本物質を強制経口投与又は腹腔内投与、皮膚塗布、吸入ばく露し
た結果、いずれのばく露経路でも体内に吸収された本物質は速やかに代謝されて体外に排泄さ

れた。経口、腹腔内、吸入の各経路では投与した放射活性の 70％以上が投与後 12時間以内に尿
中又は呼気中に排泄されたが、2.5 mg/kg の経口投与又は腹腔内投与では 48 時間で呼気中
（14CO2）に 35％、尿中に 45％が排泄されたのに対し、50 mg/kgではそれぞれ 42％、35％で尿
中への排泄割合が減少したことから、50 mg/kgの投与では代謝が多少飽和していたことが示唆
された。12.5 mg/kgの皮膚塗布では放射活性の 66％が 48時間で吸収され、尿中に 27％、呼気
中（14CO2）に 27％が排泄され、塗布部位に 33％が残留していた。8 ppmを 6時間吸入させた場
合には 48時間で 39％が尿中に、41％が呼気中（14CO2）に排泄された。いずれの経路でも 48時
間後の体内に 9～16％の放射活性が残留しており、糞中への排泄は 3％未満であった。尿、呼気
（14CO2）、血漿中で放射活性の半減期はそれぞれ 12 時間未満、17 時間、26 時間であり、血漿
中から本物質は検出されなかった。このように、尿中排泄には各投与経路間で質的な差がみら

れなかったことから、本物質の代謝経路には投与経路に依存した大きな差はないものと考えら

れた。なお、ラットの血液を用いた in vitro試験では、本物質の半減期は 100秒であった 1) 。 
ラットに 42、104、208、333 mg/kgを腹腔内投与し、1時間後に肝臓のグルタチオン（GSH）
量を調べたところ、用量に依存した GSHの枯渇がみられ、本物質投与の 18 時間前にカルボキ
シルエステラーゼ阻害剤のリン酸トリ-o-トリルを投与した場合には、GSH枯渇はさらに進行し
ていたことから、カルボキシルエステラーゼの阻害によって GSHの枯渇が増強されることが示
された 2) 。 
本物質は他のアクリル酸エステルと同様に、カルボキシルエステラーゼによってアクリル酸

とアルコール（本物質の場合はエチレングリコール）に加水分解されて最終的に CO2として呼

気中に排泄される経路、グルタチオンと抱合してメルカプツール酸として尿中に排泄される経

路の 2経路で代謝されるものと考えられる 2) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表3.1 急性毒性3) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 548 mg/kg 
マウス 経口 LD50 300 mg/kg 
ラット 吸入 LCLo 500 ppm [2,380 mg/m3] (4hr) 
ウサギ 経皮 LD50 298 mg/kg 

注：（ ）内の時間はばく露時間を示す。 

本物質は眼、皮膚、粘膜に刺激性を示す 4) 。10％水溶液を投与したラットで活動低下、呼
吸困難、被毛粗剛、筋脱力、消化管出血がみられ、原液では口腔や喉、胃腸管に化学熱傷を
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生じる恐れがある 5) 。 

 

② 中・長期毒性  

ア）雌雄のラット各 10匹を 1群とし、0、0.03、0.1、0.3％の濃度（0、15、50、150 mg/kg/day
程度）で 100 日間混餌投与した結果、0.3％群の雌の体重が約 6％低かった以外には、一般
状態や生存率、血清尿素窒素及び ALP、臓器の重量や組織に投与に関連した影響はみられ
なかった 6) 。著者らはすべての項目で影響はなかったとしたが、0.3％群雌の体重には有意
差があったことから、NOAELを 0.1％（50 mg/kg/day程度）とする。 
イ）ビーグル犬雌雄各 2匹を 1群とし、0、0.06、0.2、0.6％の濃度で混餌投与した試験では、

0.6％群のイヌが餌に馴染めなかったことから 2週間後から 0.4％に濃度を下げて 97日まで
投与した結果、一般状態や体重、血液、骨髄、臓器の重量や組織などに投与に関連した影

響はみられなかった。最終的な各群の投与量は雄で 0、21、60、125 mg/kg/day、雌で 0、21、
63、131 mg/kg/dayであった 7) 。この結果から、NOAELを 125～131 mg/kg/dayとする。 
ウ）Fischer 344ラット雌雄各 50匹を 1群とし、0、0.032、0.08、0.2％の濃度で 2年間飲水投
与した結果、0.08％以上の群の雌で赤色尿を認めた以外には、一般状態に変化はみられなか
った。0.032％以上の群の雄及び 0.08％以上の群の雌で体重増加の有意な抑制を認め、これ
らの群では飲水量や摂餌量も有意に低かったが、生存率には差はなかった。0.032％以上の
群の雌雄の腎臓で乳頭壊死と慢性腎症、0.08％以上の群の雄の肝臓で好塩基性小増殖巣の発
生率に有意な増加を認め、有意差はなかったものの、雌の前胃では 0.032％以上の群で扁平
上皮過形成、0.2％群で基底細胞過形成の発生率に増加がみられ、本物質投与による影響が
示唆された。また、血液生化学的検査では 0.032％以上の群の雄及び 0.08％以上の群の雌で
総コレステロール、リン脂質、γ-GTP、0.032％以上の群の雄及び 0.2％群の雌で ALP、0.08％
群の雄で GOT、0.2％群の雄で GPT のそれぞれに投与濃度に依存した有意な上昇がみられ
た。なお、飲水量から求めた各群の用量は雄で 0、17、39、90 mg/kg/day、雌では 0、25、
52、118 mg/kg/dayであった 8, 9) 。この結果から、LOAELを 0.032％（雄 17 mg/kg/day、雌
25 mg/kg/day）とする。 
エ）BDF1マウス雌雄各 50匹を 1群とし、雄に 0、0.075、0.15、0.3％、雌に 0、0.05、0.15、

0.45％の濃度で 2年間飲水投与した結果、一般状態の変化はいずれの群にもみられず、生存
率も対照群を含む各群で同様の推移であった。0.075％以上の群の雄及び 0.15％以上の群の
雌で体重増加の有意な抑制を認め、雄では飲水量の有意な減少は 0.075％以上の群、摂餌量
の有意な減少は 0.15％以上の群でみられたが、雌ではともに 0.05％以上の群でみられた。
0.075％以上の群の雄及び 0.15％群の雌の鼻腺で呼吸上皮化生の発生率に有意な増加を認め、
0.3％群の雄及び 0.05％以上の群の雌の前胃で扁平上皮化生の発生率に増加がみられたが、
有意差のあった増加は 0.15％以上の群の雌に限られた。また、0.3％群の雄及び 0.15％以上
の群の雌の腎臓で腎盂上皮の剥離の発生率に増加がみられたが、有意な発生率の増加は雌

の 0.15％群のみであった。なお、飲水量から求めた各群の用量は雄で 0、71、125、225 
mg/kg/day、雌では 0、62、160、388 mg/kg/dayであった 8, 9) 。この結果から、雄で LOAEL
を 0.075％（71 mg/kg/day）、雌で NOAELを 0.05％（62 mg/kg/day）とする。 
オ）Shermanラット雄 25匹を 1群とし、0、5、10、25 ppm（0、24、48、119 mg/m3）を 4週
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間（7時間/日、5日/週）吸入させた結果、5 ppm群では一般状態や体重に影響はなかった
が、10 ppm群では軽度の鼻の刺激と分泌物がみられ、2週目には数匹の肺から雑音が聞こ
えるようになり、体重は週 5 日のばく露日に減少、ばく露休止日に回復又は増加する傾向
を示して 3週目に 1匹が死亡した。25 ppm群では眼、鼻の刺激に続いて呼吸困難、胃の鼓
脹が現れて次第に重症化し、2日目から体重の減少が始まり、10回のばく露までに 8匹が
死亡した。このため、25 ppm群では以降のばく露を中止したが、それでも終了時までに 9
匹が死亡した。10 ppm群でばく露期間終了時の平均体重は有意に低く、5、10 ppm群で肝
臓相対重量、10 ppm群で腎臓相対重量は有意に高かった。また、5、10、25 ppm群の 3/24、
6/24、14/17匹に潰瘍性の角膜炎、10、25 ppm群の 4/24、7/17匹に潰瘍性の鼻炎がみられ、
限局性の気管支肺炎は対照群の 2/25匹にもみられたが、25 ppm群では 7/17匹の高い発生
率であった 10) 。この結果から LOAELを 5 ppm（ばく露状況で補正：1 ppm（4.9 mg/m3））

とする。 
カ）Sprague-Dawleyラット雌雄各 100匹を 1群とし、0、0.5、5 ppm（0、2.4、24 mg/m3）を

18ヶ月間（6時間/日、5日/週）吸入させた後、雄は 5ヶ月間、雌は 6ヶ月間飼育した結果、
5 ppm 群の雌雄で本物質との接触が原因と考えられる被毛の黄変が有意に発生し、回復期
間中も持続した。 5 ppm群の雄で 16ヶ月目に累積死亡率の有意な増加を認めたが、これは
5 ppm 群で最初に発生し、その後、対照群を含めた他の群にも拡がった慢性肺炎による影
響と考えられ、5 ppm群の雄では 20～22 ヵ月目の累積死亡率が有意に低かったことから、
最終的な生存率は同群で最も高かった。雌では生存率に有意な差はなかった。慢性肺炎に

加え、肺の炎症性反応や肺胞マクロファージ塊、血液由来色素などは対照群を含む全群で

みられたが、5 ppm 群では肺硬化や鬱血、気管支拡張、細気管支周囲の線維化やリンパ細
胞過形成、気管支/細気管支の限局性化膿性炎や上皮過形成、気管のび漫性上皮過形成、血
液由来色素塊、限局性無気肺、限局性の肺胞壁過形成の発生率が有意に高く、慢性肺炎の

一部又は二次的な影響が本物質のばく露によって強く現れた。血液検査では 5 ppm群の雌
で 12ヶ月目にヘモグロビン濃度の有意な増加と白血球数の有意な減少、回復期間の雄で赤
血球数の有意な増加を認めたが、仮に本物質の影響であったとしても、一過性の変化と考

えられた。この他、体重や主要臓器の重量、臨床化学成分、尿検査などにばく露に関連し

た影響はみられなかった 11, 12) 。なお、この試験での影響は 5 ppm群に限られたが、対照群
を含めた全群にマイコプラズマによる慢性肺炎がみられたことから、NOAELを評価しない
こととする。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）雌雄のラット各 10匹を 1群とし、0、0.03、0.1、0.3％の濃度（0、15、50、150 mg/kg/day
程度）で 100日間混餌投与した結果、0.1％以上の群の雄の精巣で相対重量の有意な増加を
認めたが、用量に依存した変化ではなく、組織に影響もなかった 6) 。また、Fischer 344ラ
ット雌雄各 50匹を 1群とし、0、0.032、0.08、0.2％の濃度（雄 0、17、39、90 mg/kg/day、
雌 0、25、52、118 mg/kg/day）で 2年間飲水投与、BDF1マウス雌雄各 50匹を 1群とし、雄
に 0、0.075、0.15、0.3％の濃度（0、71、125、225 mg/kg/day）、雌に 0、0.05、0.15、0.45％
の濃度（0、62、160、388 mg/kg/day）で 2年間飲水投与した結果、生殖器官への影響はみ
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られなかった 8, 9) 。 
イ）Shermanラット雄 25匹を 1群とし、0、5、10、25 ppm（0、24、48、119 mg/m3）を 4週
間（7時間/日、5日/週）吸入させた結果、10 ppm群の 1匹で精巣の萎縮がみられたが、発
生率が低く、25 ppm群ではみられなかったことから、自然発生によるものと考えられた 10) 。

また、Sprague-Dawleyラット雌雄各 100匹を 1群とし、0、0.5、5 ppm（0、2.4、24 mg/m3）

を 18ヶ月間（6時間/日、5日/週）吸入させた後、雄は 5ヶ月間、雌は 6ヶ月間飼育した結
果、5 ppm 群の雄の精巣で血管のフィブリノイド変性、雌の子宮で炎症の発生率に有意な
増加を認めたが、これらは老化に伴う変化で、本物質による影響ではないと考えられた 12) 。 
ウ）Sprague-Dawleyラット雌 24～25匹を 1群とし、0、1、5、10 ppm（0、4.8、24、48 mg/m3）

を妊娠 6日から 20日まで吸入（6時間/日）させた結果、10 ppm群で妊娠 6日から 13日の
体重増加に有意な抑制がみられ、妊娠 21日の体重から妊娠子宮重量及び妊娠 6日の体重を
差し引いた絶対的な体重増加量も 10 ppm群で有意に低かった。しかし、着床や生存胎仔の
数、死亡胚や吸収胚の発生率、胎仔の体重に影響はなく、1 ppm群の胎仔 1 匹に奇形（一
側性の小眼球）がみられたものの、外表系や骨格系、内臓系の変異の発生率にも有意な増

加はなかった 13) 。この結果から、NOAELを母ラットで 5 ppm（ばく露状況で補正：1.25 ppm
（5.9 mg/m3））、胎仔で 10 ppm（ばく露状況で補正：2.5 ppm（12 mg/m3））以上とする。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）男性ボランティアの頭部をガラス容器内に入れて 3分間本物質をばく露した結果、3 ppm
では 6人中 4人が鼻の刺激を訴えたが、眼、喉の刺激はなかった。6 ppmでは 4人全員が
鼻の刺激を訴え、10 ppmでは 4人全員が鼻の刺激、1人が眼の刺激を訴えたが、いずれも
我慢できないほどのものではなかった 10) 。 
イ）使い捨てのソフトコンタクトレンズ製造に従事するようになった検査技師 2 人で皮膚炎
がみられ、1人は 29才の女性で、6週間後から指と手のひらに限局して現れ、平日に悪化
して休日に沈静化する傾向にあった。他の 1人は 44才の男性で、6ヵ月後から手の甲と指
に現れ、再発を繰り返した。男性は雇用された 2 年後にコンタクトレンズ原料にばく露し
て疲労や吐き気、嘔吐のような全身症状を訴えてもいた。2人に対して一般的な感作物質及
び原料成分を用いてパッチテストを実施した結果、女性では一般的な感作物質で反応はな

かったが、原料成分中の本物質で陽性反応がみられ、メタクリル酸 2-ヒドロキシエチルで
も弱い陽性反応がみられた。男性では本物質及び一般的な感作物質中のホルムアルデヒド

で陽性反応がみられたが、パッチテストに伴う全身症状はみられなかった。これらの結果

から、本物質による感作が示された 14) 。 
ウ）頚椎狭窄症の整形外科手術を受けた 50才の男性では、手術から 2週間後に電気メスのア
ース板を貼り付けていた大腿部に紅斑や浮腫、鱗屑が発生し、患部はコルチコステロイド

の局所治療で 2 週間以内に治癒した。市販の標準シリーズ、殺菌剤及び防腐剤シリーズ、
ゴム及び化学物質シリーズの感作物質、アース板及びその粘着面の化学成分を用いてパッ

チテストを実施した結果、アース板、粘着面成分の本物質及びメタクリル酸 2-ヒドロキシ
エチルで陽性反応がみられ、その反応はアース板及び本物質で早く、強く現れた 15) 。男性

はアクリル酸エステルを含む歯科材料や接着剤との接触履歴はなく、手術ではアクリル骨



1 アクリル酸2-ヒドロキシエチル 

 11 
 

セメントを使用しなかったこと、本物質を含むアクリル酸エステルはパッチテストの最中

でさえ感作の原因になると報告 16)  されていることから、男性は手術中にアース板粘着面の

アクリル酸エステルによって感作されたものと考えられた 15) 。 
エ）アクリル酸エステル化合物のばく露履歴がある 124人に対して実施した 30種類のアクリ
ル酸エステル又はメタクリル酸エステルのパッチテストでは、23人が何らかの物質で陽性
反応を示し、本物質の陽性反応は被験者の 11.3％にみられ、メタクリル酸 2-ヒドロキシプ
ロピルの 12.1％に次いで多かった 17) 。その後、275 人にまで対象者を拡大した時点で 48
人に陽性反応がみられ、本物質の陽性反応は被験者の 12.1％、メタクリル酸 2-ヒドロキシ
プロピルでは 12.0％であった 18) 。 
オ）1988年から 1999年にチェコのアクリル酸エステル製造工場で実施された前向きの疫学研
究（ばく露群 60人、対照群 60人）では、両群で平均年齢は 40才、アクリル酸エステルの
平均ばく露期間は 13年であった。化学物質の職場濃度は相対的に低く、概ね許容濃度等を
下回っていたが、時々許容濃度等を超過することがあり、本物質の超過頻度（測定値の

2.1％）が最も高かった。健康状態や肺活量に影響はなかったが、ばく露群の約 40％に眼や
喉の灼熱感、頻度は低いものの刺激性の咳や頭痛、吐き気や眩暈、皮膚の違和感といった

訴えがあり、対照群では約 20％にコンピューター作業に伴う眼の痛み、頭痛、筋肉痛の訴
えがあった。また、ばく露群ではトリグリセライド、単球が有意に高かったが、対照群で

は血糖値、総タンパク、尿酸、LDLコレステロール、ウロビリノーゲン、ヘマトクリット
値が有意に高かった。この他、正常範囲内ではあったものの、ばく露群では末梢リンパ球

の染色体異常の発生率が有意に高かった 19) 。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2
に示すとおりである。 

 
表3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 
WHO IARC －  
EU EU －  
 EPA －  
USA ACGIH －  
 NTP －  
日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro試験系では代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌で遺伝子
突然変異を誘発しなかったが、大腸菌では遺伝子突然変異を誘発した 20) 。また、S9無添加
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のマウスリンパ腫細胞（L5178Y）で遺伝子突然変異、染色体異常、小核を誘発した 21) 。 
in vivo試験系では吸入ばく露したラットの骨髄で染色分体異常、染色体異常、異常細胞
の発生率に増加はみられなかった 11, 12) 。 

 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Fischer 344ラット雌雄各 50匹を 1群とし、0、0.032、0.08、0.2％の濃度で 2年間飲水投
与した結果、雌雄の肝臓で肝細胞腺腫の発生率に有意な増加傾向がみられ、雄の 0.2％群で
発生率は有意に高かった。また、肝臓の前腫瘍性病変と考えられる好塩基性小増殖巣が

0.08％以上の群で増加した。雌でも肝細胞腺腫の発生増加の傾向はみられたが、その発生率
は低く（有意差なし）、前腫瘍性病変の明らかな増加もなかった 8, 9) 。 

BDF1マウス雌雄各 50匹を 1群とし、雄に 0、0.075、0.15、0.3％、雌に 0、0.05、0.15、
0.45％の濃度で 2年間飲水投与した結果、雌雄ともに腫瘍の発生増加はなく、雄の肝細胞癌、
雌の下垂体腫瘍（腺腫・腺癌）の発生率は対照群よりも低かった 8, 9) 。 

Sprague-Dawleyラット雌雄各 100匹を 1群とし、0、0.5、5 ppmを 18ヶ月間（6時間/日、
5日/週）吸入させた後、雄は 5ヶ月間、雌は 6ヶ月間飼育した結果、雌雄ともに腫瘍の発
生増加はなく、むしろ、5 ppm 群で雄の膵臓腺房細胞腺腫、雌の下垂体腺腫の発生率は有
意に低かった 11, 12) 。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

1988 年から 1999 年にチェコのアクリル酸エステル工場で実施された前向きの疫学研究
（ばく露群 60人、対照群 60人）では、腫瘍の発生増加はなかった 19) 。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、

発がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断で

きない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に

基づき無毒性量等を設定することとする。 
経口ばく露については、中・長期毒性ウ）のラットの試験から得られた LOAEL 17 mg/kg/day
（体重増加の抑制、腎臓の乳頭壊死及び慢性腎症）を LOAELであることから 10で除した 1.7 
mg/kg/dayが信頼性のある最も低用量の知見と判断し、これを無毒性量等に設定する。 
吸入ばく露については、中・長期毒性オ）のラットの試験から得られた LOAEL 5 ppm（肝
臓相対重量の増加、潰瘍性の角膜炎）をばく露状況で補正して 1 ppm（4.9 mg/m3）とし、試

験期間が短いことから 10で除し、LOAELであるために 10で除した 0.049 mg/m3が信頼性の

ある最も低濃度の知見と判断し、これを無毒性量等に設定する。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］ 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

表3.3 経口ばく露による健康リスク（MOEの算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露量 予測最大ばく露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

1.7 mg/kg/day ラット 
－ 

地下水 0.04 µg/kg/day未満程度 0.04 µg/kg/day未満程度 4,300超 
 
経口ばく露については、地下水を摂取すると仮定した場合、平均ばく露量、予測最大ばく

露量はともに 0.04 µg/kg/day未満程度であった。無毒性量等 1.7 mg/kg/dayと予測最大ばく露
量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10で除して求めた MOE（Margin of 
Exposure）は 4,300超となる。環境媒体から食物経由で摂取されるばく露によるリスクは小さ
いと推定されることから、そのばく露を加えてもMOEが大きく変化することはないと考えら
れる。 
従って、本物質の経口ばく露による健康リスクについては、現時点では作業は必要ないと

考えられる。 
 
 

表3.4 吸入ばく露による健康リスク（MOEの算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露濃度 予測最大ばく露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 － － 

0.049 mg/m3 ラット 
－ 

室内空気 － － － 
 
吸入ばく露については、ばく露濃度が把握されていないため、健康リスクの判定はできな

かった。 
なお、本物質の国内需要量や輸出量は比較的多く、大気中での半減期は 4.2～42時間である
が、大気中に排出された場合でもほぼすべてが大気以外の媒体（土壌や水域）に分配される

と予測されているものの、水域（地下水や公共用水域の淡水、海水）からは未検出であった。

このため、一般環境大気からのばく露による健康リスクの評価に向けて吸入ばく露の情報収

集等を行う必要性は低いと考えられる。 
ただし、本物質は化管法対象物質の見直しによって第一種指定化学物質に指定されたこと

から、環境中への排出量が把握できた時点で、吸入ばく露の情報収集等を行う必要性につい

て再検討することが望ましいと考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性を確

認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 4.1のとおりとなっ
た。 

表4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 急 
性 
慢 
性 

毒性値 
[µg/L] 生物名 生物分類 エンドポイント 

／影響内容 

ばく露 
期間 
[日] 

試験の

信頼性 
採用の

可能性 
文献 
No. 

藻 類  ○ 625 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC  

GRO(AUG) 3 E  C  5)-1 

  ○ 1,000 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC  

GRO(RATE) 3 A  A  3) *2 

  ○ 1,000 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC  

GRO(AUG) 3 A  B*1  2) 

  ○ 1,250 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC  

GRO(RATE) 3 E  C  5)-1 

 ○  2,560*1Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50  

GRO(AUG) 3 A  B*1  2) 

 ○  3,960 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50  

GRO(AUG) 3 E  C  5)-1 

 ○  5,960 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50 

GRO(RATE) 3 A  A  3)*2 

 ○  8,810 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50  

GRO(RATE) 3 E  C  5)-1 

甲殻類  ○ 480 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP*3 21 B*3  C*3  2) 

 ○  
 

780 
 
Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 E  C  5)-2 

 ○  5,210 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 A  A  2) 

魚 類 ○  4,800 Pimephales promelas ファットヘッド
ミノー LC50  MOR 4 A A 1)-13120 

 ○  4,800 Pimephales promelas 
ファットヘッド

ミノー LC50  MOR 4 E  C  5)-3 

 ○  6,500 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 4 A A 2) 

 ○  17,500 Cyprinodon variegatus キプリノドン科 LC50  MOR 4 E  C  5)-4 

その他 ○  23,700 Tetrahymena 
pyriformis テトラヒメナ属 IGC50  POP 40時間 B B 4)- 

2007053 

毒性値（太字）：PNEC導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）： PNEC導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 
EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、IGC50 (50％ Inhibitory Growth Concentration) : 半数生長阻害濃度
LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 
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影響内容 
GRO (Growth) : 生長、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡、REP (Reproduction) : 繁殖、再生産、
POP（Population changes）：個体群の変化 

（ ）内：毒性値の算出方法 
AUG （Area Under Growth Curve) ：生長曲線下の面積により求める方法（面積法） 
RATE：生長速度より求める方法（速度法） 
 

*1 原則として速度法から求めた値を採用しているため採用の可能性は「B」とし、PNEC導出の根拠としては用いない 
*2 文献2）をもとに、設定濃度を用いて速度法により 0-72時間の毒性値を再計算したものを掲載 
*3 繁殖阻害に関するNOEC において親個体が半数以上死亡しているため試験の信頼性を「B」とし、本初期評価では繁殖阻

害に関する NOECとして採用しない 
 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度（PNEC）導出のために採用した。その知見の
概要は以下のとおりである。 

 
1） 藻類 
環境庁 2)は OECD テストガイドライン No.201（1984）に準拠し、緑藻類 Pseudokirchneriella 

subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害試験を GLP試験として実施した。設定
試験濃度は 0、1.0、1.8、3.2、5.6、10 mg/L（公比 1.8）であった。被験物質の実測濃度は試験期
間を通して 97～111％を維持しており、毒性値の算出には設定濃度が用いられた。速度法による
72時間半数影響濃度（EC50）は 5,960 µg/L、72時間無影響濃度（NOEC）は 1,000 µg/Lであっ
た 3)。なお、面積法による毒性値の中にはさらに小さいものもあったが、本初期評価では原則

として生長速度から求めた値を採用している。 

 
2） 甲殻類 
環境庁 2)は OECDテストガイドライン No.202（1984）に準拠し、オオミジンコ Daphnia magna
の急性遊泳阻害試験を GLP試験として実施した。試験は半止水式（24時間換水）で行われ、設
定試験濃度は 0、1.0、1.8、3.2、5.6、10 mg/L（公比 1.8）であった。試験用水には脱塩素水（硬
度 23 mg/L、CaCO3換算）が用いられた。被験物質の実測濃度は試験期間を通して 100～107％
を維持しており、48時間半数影響濃度（EC50）は設定濃度に基づき 5,210 µg/Lであった。 

 
3） 魚類 

Russomら 1)-13120は、米国 ASTMの標準方法（ASTM Committee E-35, 1980）に準拠し、ファッ
トヘッドミノーPimephales promelas の急性毒性試験を流水式で実施した。試験用水にはろ過ス
ペリオル湖水が用いられ、試験溶液の硬度は 45.3±1.0 mg/L（CaCO3換算）であった。実測濃度

に基づく 96時間半数致死濃度（LC50）は 4,800 µg/Lであった。 

 
4） その他 

Shultz 4)-2007053はテトラヒメナ属 Tetrahymena pyriformisの急性毒性試験を実施した。試験は止
水式で行われ、試験溶液の調製には試験培地としてプロテオース・ペプトン培地が、助剤とし

てジメチルスルホキシド（DMSO）が 0.75％以下の濃度で用いられた。40時間半数生長阻害濃
度（IGC50）は 23,700 µg/Lであった。 
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（2）予測無影響濃度（PNEC）の設定 

 急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセ

スメント係数を適用し予測無影響濃度（PNEC）を求めた。 
 
急性毒性値 
藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 生長阻害；72時間 EC50 5,960µg/L  
甲殻類 Daphnia magna 遊泳阻害；48時間 EC50 5,210µg/L 
魚類 Pimephales promelas 96時間 LC50  4,800µg/L 
その他 Tetrahymena pyriformis 生長阻害；40時間 IGC50  23,700µg/L 

アセスメント係数：100［3生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他生物について信頼でき
る知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうちその他生物を除いた最も小さい値（魚類の4,800 µg/L ）をアセスメン
ト係数 100で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC値 48 µg/Lが得られた。 

 
慢性毒性値 
藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 生長阻害；72時間 NOEC 1,000µg/L  

アセスメント係数：100［1生物群（藻類）の信頼できる知見が得られたため］ 
 得られた毒性値（藻類の1,000 µg/L）をアセスメント係数 100で除することにより、慢性毒性
値に基づく PNEC値 10 µg/Lが得られた。 

 

 本物質のPNECとしては藻類の慢性毒性値から得られた 10 µg/Lを採用する。 

 

（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表4.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度（PEC） PNEC 
PEC/ 

PNEC比 

公共用水域・淡水 1 µg/L未満程度 (2000)  1 µg/L未満程度 (2000) 
10 

µg/L 

＜0.1 

公共用水域・海水 1 µg/L未満程度 (2000) 1 µg/L未満程度 (2000) ＜0.1 

注：1）水質中濃度の（ ）内の数値は測定年度を示す  

   2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 
 

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］
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 本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域、海水域ともに1 µg/L未満程
度であり、検出下限値未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度（PEC）
も、淡水域、海水域ともに平均濃度と同様であった。 
 予測環境中濃度（PEC）と予測無影響濃度（PNEC）の比は、淡水域、海水域とも 0.1未満と
なるため、現時点では作業は必要ないと考えられる。 
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